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日赤積立年金
拠出型企業年金保険

１.全　般１.全　般
Ｑ１.どのような制度ですか。

在職中に給与および賞与から保険料を控除して積立てられた積立金を原資として退職後の生活保障を充実させるもので
す。また、新規加入時、年２回の指定時期、および退職時に一時払制度によりお手持ちの余裕資金を有効に活用して、ゆとり
ある老後生活のために年金額を増やすこともできます。積立期間中にこの制度から脱退された場合でも、脱退時点の積立金
額を脱退一時金としてお受取りいただくことができます。（脱退一時金額は、積立期間によっては払込保険料の合計を下回
ることがあります。詳細は5ページ・6ページの給付額試算表をご参照ください。）

Ｑ２.この制度の特徴は何ですか。
この制度には、Ａコース（税制適格コース）とＢコース（自由積立コース）がありますが、Ａコース（税制適格コース）の特徴は、
ご加入者が負担された保険料が個人年金保険料控除の対象であることです。Ｂコース（自由積立コース）は、積立期間中に
保険料積立金の一部受取りにより積立金の一部を受取れることや老後保障の選択肢が多いことが特徴です。いずれのコー
スも生命保険会社の拠出型企業年金保険により運用されておりますので、ご自身の生活設計にあわせて選択してください。

（配当金が生じた場合の配当率は、両コースとも同じです。）

２.加　入２.加　入
Ｑ３.この制度の加入資格に制限はあるのですか。

加入できるのは加入日現在正常に勤務されている日本赤十字社の職員で、給与および賞与から保険料の控除が可能な方
です。ただし、コース別に加入時の年齢制限があります。
Ａコース（税制適格コース）…保険料払込期間満了日（満６２歳到達直後の３月末日）までの予定加入期間１０年以上
Ｂコース（自由積立コース）…保険料払込期間満了日（満６２歳到達直後の３月末日）までの予定加入期間２年以上
なお、加入後（増額の場合には、増額部分について）積立期間によっては、受取金額が払込保険料累計額を下回る場合が
ありますので、ご自身の払込予定期間（保険料払込期間満了時までの期間）を確認のうえ、ご加入（増額）ください。
※詳細は5ページ・6ページの給付額試算表をご参照ください。

Ｑ４．加入できる時期はいつですか。
新規加入は、所定の取扱期間（今回は平成２９年３月１６日（木）～平成２９年４月１８日（火））に加入申込みをしていただき、
平成２９年７月１日から効力発生となります。（保険料の控除は月払は７月給与から、半年払は夏期賞与からとなります。）

Ｑ５．加入後にコースを変更することはできますか。
加入後に、コースを変更することはできません。（積立金を他のコースに移し換えることはできませんが、既に加入されている
コースの保険料を減額するなどして、加入資格を満たしていれば別のコースに新たに加入することはできます。）

３．保険料３．保険料
Ｑ６．保険料の払方はどのようなものがありますか。

保険料の払込方法には次の３つがあります。
月   払…給与から控除されます。
半年払…賞与から控除されます。
一時払…ご加入者の希望により、新規加入時、年２回の指定時期および退職時に申込みされたご加入者にお払込みいただきます。
            一時払はその都度お申込みください。

なお、半年払・一時払のみの加入はできません。必ずそのコースの月払２口以上のご加入が必要です。

Ｑ７．保険料は変更できるのですか。
毎年２回所定の取扱期間（３月～４月、９月中旬～１０月初旬）にお申込みいただき、月払・半年払ともに７月１日、１月１日から
変更（保険料の増額・減額）ができます。

６.年　金６.年　金
Ｑ15.年金の種類はどうやって選ぶのですか。

保険料払込期間満了前に送付される「ご加入期間満了のご案内」に記載されている積立金額と年金種類ごとの年金月額
を参照して、各年金の特徴、退職後の生活設計にあわせて選択いただきます。
Ａコース（税制適格コース）、Ｂコース（自由積立コース）からそれぞれ１種類選択できますので、両方のコースにご加入の場
合、異なる年金種類を組合せることもできます。

５.脱　退５.脱　退
Ｑ14.脱退はいつできるのですか。

Ｑ13.保険料のお払込みが終了するのはいつですか。
保険料のお払込みが終了するのは、満６２歳到達直後の３月３１日となります。（ただし、それ以前に脱退することも可能です。）

Ｑ12.予定利率と配当金の関係について説明してください。
予定利率とは、保険料積立金額等を計算する際に使用する利率のことで、生命保険会社が保証している最低運用利回りであり、
引受保険会社ごとに定められております。毎年の引受保険会社各社の決算の結果、予定利率を上回る運用利回りが得られた場
合には、配当金として保険料積立金の積増にあてられます。（年金受給者については年金の増額（増加年金）にあてられます。）
※予定利率等は、将来変更されることがあります。

Ｑ10．積立金額を知りたいのですが。
毎年１回９月下旬に、６月末日付の払込保険料累計額と積立金額がご加入者全員に通知されます。

Ｑ11.配当金だけを現金で受取ることはできますか。
積立期間中に配当金が生じた場合は、毎年１回、７月１日に各加入者の積立金の積増にあてられますので、現金で受取るこ
とはできません。

４．積立金４．積立金
Ｑ９．積立期間中にお金が必要になった場合、積立金の一部を受取ることはできますか。

Ｂコース（自由積立コース）は、所定の事由＊に該当し、資金が必要なとき（災害・疾病等のやむを得ない事由により資金が必
要なとき）には、保険料積立金の一部を受取ることができます。（保険料積立金の一部受取りは最低２０万円以上、１万円単
位となります。）
＊所定の事由につきましては、8ページをご参照ください。

Ｑ８．保険料の払込みを中断することはできますか。
Ａコース（税制適格コース）は、保険料のお払込みを中断しないことが個人年金保険料控除を受けるための要件となってい
ますので、中断することはできません。（最低でも月払２口（２，０００円）の払込みを続けることが必要です。）ただし、半年払保
険料のみ、お払込みを中断することはできます。
なお、月払保険料のお払込みを中断する場合は脱退となり、脱退時点の積立金額を脱退一時金としてお受取りいただきま
す。（脱退一時金額は、積立期間によっては払込保険料の合計を下回ることがあります。詳細は5ページ・6ページの給付額
試算表をご参照ください。）
Ｂコース（自由積立コース）は、最長３年を限度に保険料のお払込みを中断することができます。（月払保険料のお払込みを
中断した場合は、その変更月と同じ月の半年払保険料のお払込みも同時に中断となります。）
なお、保険料のお払込みの中断は所定の事由＊に該当した場合に限ります。
＊所定の事由につきましては、7ページをご参照ください。

やむを得ず緊急な資金需要が生じた場合、毎年２回（月払・半年払ともに５月２０日、１０月２０日）の取扱日に任意に脱退して、
その時点の積立金額を脱退一時金として受取ることができます。
ただし、中途退職の場合は退職日付で脱退となり、その時点の積立金額を脱退一時金として受取ることができます。（脱退一
時金額は、積立期間によっては払込保険料の合計を下回ることがあります。）なお、脱退一時金は引受保険会社からご加入
者の口座に直接振込まれます。脱退一時金の着金日は、脱退月の保険料が引受保険会社に送金されてからとなるため、脱
退日とは一致しません。
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※決算配当率は、引受保険会社各社におけるお支払時期の前年度決算によって変動します。
また、決算実績によっては配当金をお受取りになれない場合もあります。

※この保険でいう「積立金」とは、払込保険料から保険会社が保険制度を管理・運営するために必要な費用（事業費）等を差引いた純保険料
　をもとに、将来の給付の原資となる金額を適正な保険数理に基づき計算したものです。

Ｑ18.年金受取開始後に残りの年金を一時金で受取ることはできますか。
残存受取期間（終身年金コースでは、残存保証期間）に対応する年金原資を一時金として受取ることができます。終身年金
コースについては、保証期間経過後にご加入者が生存されている場合には年金のお受取りが再開されますが、年金受取再
開後は一時金のお取扱いはできません。

Ｑ17.年金の受取開始を遅らせることはできますか。
１０年間を限度として、１年単位で開始時期を繰延べることができます。
繰延期間中に配当金が生じた場合は、積立金の積増にあてられますので、年金原資が増加します。（両コースにご加入の
場合、年金受取開始時期は同時期になります。）
なお、繰延期間中は保険料のお払込みおよび保険料積立金の一部受取りはお取扱いできません。

Ｑ16.退職したら、どんな場合でも年金を選択できますか。
いいえ、年金として受取るには満５０歳以上で退職される場合で、Ａコース（税制適格コース）では加入期間が１０年以上、
Ｂコース（自由積立コース）では加入期間が２年以上でないと年金では受取ることができません。それ以外は、一時金での
お受取りとなります。
なお、Ａコース（税制適格コース）では６０歳未満で年金受取りを開始する場合には、確定年金は選択できません。（年金の
受取開始を繰延べることによって条件を満たす場合は、確定年金で受取ることができます。）
また、Ｂコース（自由積立コース）では、年金月額が１万円未満の場合には年金でのお受取りは選択できません。（保険料払
込期間満了時に一時払で保険料を積増すことにより、年金月額が１万円以上となる場合は、年金で受取ることができます。）

Ｑ19.年金の配当はどうなるのですか。
年金受取開始後に配当金が生じた場合は、年金の増額（増加年金）にあてられます。

制度運営および引受保険会社
○当制度は日本赤十字社が生命保険会社と締結した拠出型企業年金保険契約に関する事務取扱協定に基づいて運営します。
○この拠出型企業年金保険契約は下記の引受保険会社による共同取扱契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受けて事務を行います

が、引受保険会社はそれぞれの引受割合（平成２８年９月２９日現在）に応じて保険契約上の権利を有し義務を負い、相互に連帯して責任を負うものではあり
ません。なお、将来引受保険会社および引受割合は変更することがあります。

［引受保険会社］
日本生命保険相互会社（４４．５％）（事務幹事会社） 第一生命保険株式会社（３７％） 住友生命保険相互会社（１４％）
富国生命保険相互会社（３％） ジブラルタ生命保険株式会社（１．５％）
なお、引受保険会社各社の配当実績等により、年金・一時金支払いの引受割合が上記の引受割合と異なる場合があります。

基礎率（予定利率・予定死亡率等）の変更
○引受保険会社は、金利水準の低下その他の著しい経済変動等、この保険契約の締結の際予見しえない事情の変更により特に必要と認めた場合には、保険

業法および同法に基づく命令の定めるところにより、主務官庁に届け出たうえで基礎率（予定利率・予定死亡率等）を変更することがあります。

制度内容の変更
○日本赤十字社の福利厚生制度の変更等により、制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、給付内容、加入資格等が変更される場合があり

ます。

Memo

生命保険契約者保護機構
○引受保険会社各社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。

引受保険会社各社の業務もしくは財産の状況の変化により、年金額・一時金額等が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の会員である
生命保険会社各社が経営破綻に陥った場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られることとなります。ただし、この場合に
も、年金額・一時金額等が削減されることがあります。

○保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護機構までお問合せください。
　（お問合せ先） 生命保険契約者保護機構 TEL　０３－３２８６－２８２０
 月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）　午前９時～正午、午後１時～午後５時
 ホームページアドレス　http://www.seihohogo.jp/

＜個人情報の取扱いに関する日本赤十字社と引受保険会社からのお知らせ＞
●この保険契約は、日本赤十字社（以下、団体といいます。）を保険契約者とする企業保険です。
　そのため、この保険契約の運営にあたっては、団体は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、団体がこの保険契約を締
　結した引受保険会社（共同引受会社を含みます。以下同じ。）へ提出します。
　団体は、この保険契約の運営において入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用します。
●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、年金等のお支払い、その他保険に関連・付随する業務の
　ために利用し、また、団体および他の引受保険会社等へその目的の範囲内で提供します。
●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き団体および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。
　なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に
　　利用目的が限定されています。
　　個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに使用します。

当パンフレットでは、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語を含め、「障害」を「障がい」と表記しています。「障がい」の表記
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日赤積立年金【契約概要】日赤積立年金【契約概要】
拠出型企業年金保険拠出型企業年金保険

この「契約概要」は、ご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特にご確認いただきたい事項を記載
しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきま
すようお願いいたします。
また、「契約概要」に記載のお支払事由等は、概要を示しています。その他詳細につきましては、パン
フレット・「注意喚起情報」等を必ずご参照ください。

●この保険は、日本赤十字社をご契約者、その職員のうち希望される方をご加入者とし、ご加入者の自助努力に
よる財産形成や老後の生活資金確保を支援するための団体年金保険です。

●この保険は、税務上の取扱いの異なる２コースからなります。Ａコース（税制適格コース）のご加入者が負担
された保険料は、個人年金保険料控除の対象です。Ｂコース（自由積立コース）のご加入者が負担された保険
料は、一般の生命保険料控除の対象です。

（当資料作成時点の税制に基づくものであり、今後、変更となる場合があります。）

●在職中に保険料を払込み、保険料払込期間満了後は、保険料払込期間満了時積立金額を原資とした年金をお受
取りになれます。年金でのお受取りにかえて、一時金でお受取りいただくこともできます。

●ご加入者が保険料払込期間中に死亡された場合、ご遺族が遺族一時金をお受取りになれます。

１.この保険の特徴

2.加入資格

しくみ図（イメージ）

加入日 保険料払込期間満了日
保険料払込期間

保
険
料
払
込
期
間
満
了
時
積
立
金

※上記しくみ図はイメージです。詳細につきましては5ページ・6ページの給付額試算表等をご確認ください。

加入日現在正常に勤務されており、保険料払込期間満了日（満
６２歳到達直後の３月末日）までの期間が１０年以上ある日本
赤十字社の職員の方。

Ａコース（税制適格コース）

加入日現在正常に勤務されており、保険料払込期間満了日（満
６２歳到達直後の３月末日）までの期間が２年以上ある日本赤
十字社の職員の方。

Ｂコース（自由積立コース）

●年金受取開始後に配当金が生じた場合、年金の増額（増加年金）にあてられます。
●保険料払込期間中に配当金が生じた場合、積立金の積増にあてられます。
●毎年の配当金の水準は、引受保険会社におけるお支払時期の前年度決算によって変動します。

また、決算実績によっては、配当金をお受取りになれない場合もあります。
   ※年度途中で脱退される場合、その年度の配当金はお受取りになれません。

６.配当金

●当制度は、契約者である日本赤十字社が生命保険会社と締結した拠出型企業年金保険契約に基づいて運営します。
※引受保険会社の詳細は11ページの「制度運営および引受保険会社」欄をご確認ください。

７.制度運営および引受保険会社

●年金、保険料払込期間満了時一時金、および脱退一時金の受取人はご加入者本人とします。
※受取人の詳細は8ページの「受取人」欄をご確認ください。

５.受取人

年　金

３.保険料
●両コースそれぞれ下記のとおりご加入いただくことができます。
　・月　　　払　　１口あたり1,000円とし、最低２口以上最高200口まで加入できます。
　・半　年　払　　１口あたり1,000円とし、最低５口以上最高999口まで加入できます。
　・一　時　払　　１口あたり100,000円とし、最低１口以上最高100口まで加入できます。
●半年払・一時払を活用される場合でも、月払のご加入が必要です。
●保険料払込期間満了日は満６２歳到達直後の３月末日とします。

※保険料の詳細は7ページの「保険料」欄をご確認ください。

年金でのお受取りにかえて 
一時金でお受取りいただくこ
ともできます。

契約者    　　： 日本赤十字社
事務幹事会社 ： 日本生命保険相互会社
日本－企－2016－707－12169－Ｍ（H28.12.26）

企新③

※加入資格を満たせば両方のコースにご加入になれますが、いずれか一方のコースの積立金を他のコースへ移し換えるこ
とはできません。

死亡加算

遺族一時金

脱退一時金

ご自身が選択された保険料（加入口数）およびその他の商品内容がニーズ（ご意向）に合致して
いるか、お申込み前に必ずご確認ください。

「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙に記載の「ご相談窓口等」欄をご確認ください。

払込保険料累計

【保険料払込期間満了後の給付内容】
●保険料払込期間満了後は、次の種類の年金をご加入者にお受取りいただきます。年金種類が複数ある場合、いず

れか１つをご選択いただきます。
Ａコース（税制適格コース）・・・１０年確定年金、１５年確定年金、１５年保証期間付終身年金、

１５年保証期間付５年重点保障終身年金
Ｂコース（自由積立コース）・・・５年確定年金、１０年確定年金、１５年確定年金、１５年保証期間付終身年金、
                                 １５年保証期間付５年重点保障終身年金

●年金の受取開始は保険料払込期間満了日の属する月の翌月１日です。
●年金でのお受取りにかえて一時金でお受取りいただくこともできます。

【保険料払込期間中の給付内容】
●保険料払込期間中に脱退された場合、脱退時点の積立金額を脱退一時金としてご加入者にお受取りいただきます。
●保険料払込期間中にご加入者が死亡された場合、死亡時点の積立金額に所定の金額を加算（死亡加算）した金額

を遺族一時金としてご遺族にお受取りいただきます。
※脱退一時金・遺族一時金は、積立期間によっては払込保険料の合計を下回ることがあります。
※給付内容の詳細は３ページの「保険料払込期間中の給付内容」欄をご確認ください。

４.給付内容
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特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】特にご注意いただきたい事項【注意喚起情報】
拠出型企業年金保険拠出型企業年金保険

この「注意喚起情報」は、ご加入または保険料の増額のお申込みに際して特にご注意いただきたい事項
を記載しております。お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいた
だきますようお願いいたします。また、お支払事由等および制限事項の詳細やご契約の内容に関する事
項その他詳細につきましては、パンフレット・「契約概要」等を必ずご参照ください。

●この保険契約は、日本赤十字社を契約者とする保険契約であり、ご加入または保険料の増額のお申込みにはクーリ
ング・オフ（お申込みの撤回等）の適用はありません。

１.クーリング・オフ

事務幹事会社　日本生命保険相互会社　  日本－企－2016－707－12169－M（H28.12.26） 企注①般

●引受保険会社がご加入または保険料の増額を承諾した場合、所定の加入日または保険料の増額日から保険契約上の
責任を負います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●引受保険会社の営業担当者・代理店等にはご加入または保険料の増額を承諾する権限がありません。

２.責任開始期

   〈複数の保険料払込方法(払方)を併用できる制度で払方を併用された場合〉
　 遺族一時金の死亡加算の一部についての責任開始日は、ご加入日または保険料の増額日よりも遅れることがあります。この場   
　 合、当該部分についての責任開始日前にご加入者が死亡された場合、当該部分の死亡加算はありません。
　 ※詳細は7ページの「責任開始期」、３ページの「保険料払込期間中の給付内容」欄をご確認ください。

●次のようなとき、年金・一時金をお支払いできないことやご加入を継続できないことがあります。
（1）遺族一時金の受取人が故意にご加入者を死亡させたとき

・その受取人が受取ることになっていた遺族一時金については、その受取人にはお支払いせず、ご加入者の他の法定相続人
にお支払いします。

（2）年金の継続受取人が故意に年金受給者を死亡させたとき
・年金の継続受取人が受取ることになっていた年金については、その継続受取人にはお支払いせず、未支払いの年金原資を

年金受給者の他の法定相続人にお支払いします。
（3）この保険契約全体のご加入者の数が１５名未満となったとき

・引受保険会社はこの保険契約を解除することがあります。解除した場合、所定の払戻金をお支払いします。
（4）保険料が払込まれないまま猶予期間が経過したとき

・保険契約者から保険料が払込まれないまま猶予期間が経過したときは、保険料の払込みが中止されたものとして取扱われ、
遺族一時金の死亡加算はなくなります。

・保険料の払込みが中止された後、払込みが再開されないまま３年を経過したとき、引受保険会社はこの保険契約を解除す
ることがあります。解除した場合、所定の払戻金をお支払いします。

（5）ご契約時またはご加入時に保険契約者またはご加入者に詐欺の行為があったとき
・この保険契約の全部またはそのご加入者に関する部分が取消となる場合があります。取消となった場合、すでに払込まれ

た保険料は払戻しません。
（6）ご契約後、ご加入後または年金支払事由発生後に以下①～④のこの保険契約の存続を困難とする重大な事由が発生したとき

・引受保険会社は、この保険契約の全部またはそのご加入者、年金受給者に関する部分を解除することがあります。解除し
た場合、所定の払戻金をお支払いします。ただし、以下の③の事由にのみ遺族一時金の受取人、年金の継続受取人だけが
該当した場合で、複数の遺族一時金の受取人、年金の継続受取人のうちの一部の遺族一時金の受取人、年金の継続受取人
が以下の③の事由に該当したときに限り、継続年金・遺族一時金のうち、その受取人にお支払いすることとなっていた継
続年金・遺族一時金を除いた額を、他の遺族一時金の受取人、年金の継続受取人にお支払いします。

＜重大な事由＞
①保険契約者または受取人による年金を詐取する目的または他人に詐取させる目的での事故招致（未遂を含みます。）
②この保険契約の年金・一時金の請求に関する年金の受取人または継続受取人の詐欺（未遂を含みます。）　　
③保険契約者、ご加入者、遺族一時金の受取人、年金の受取人または継続受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該

当するとき
（ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団

関係企業その他の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること
（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められること
（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること

３.年金・一時金をお支払いしない場合等

●保険料払込期間中にご加入者が加入資格を失われた場合には、年齢によらずこの保険契約からの脱退手続きが必要です。

４.加入資格を失われた場合

●積立金額（脱退一時金額）および遺族一時金額は、積立期間によっては、払込保険料の合計を下回ることがあります。

５.積立金額（脱退一時金額）等

●この拠出型企業年金保険契約は、共同取扱契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受けて事務を行いますが、
引受保険会社はそれぞれの引受割合に応じて保険契約上の権利を有し義務を負い、相互に連帯して責任を負うものではありま
せん。
なお、将来引受保険会社および引受割合は変更することがあります。

８.共同取扱契約

●引受保険会社は、生命保険契約者保護機構に加入しています。引受保険会社の業務もしくは財産の状況の変化により、年金
額・一時金額等が削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の会員である生命保険会社が経営破綻に陥っ
た場合には、生命保険契約者保護機構により、保険契約者保護の措置が図られることとなります。ただし、この場合にも、年
金額・一時金額等が削減されることがあります。

●保険契約者保護の措置の詳細については、生命保険契約者保護機構までお問合せください。
　　（お問合せ先） 生命保険契約者保護機構　TEL　０３－３２８６－２８２０　月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く）

　　午前９時～正午、午後１時～午後５時　ホームページアドレス http://www.seihohogo.jp/ 

９.生命保険契約者保護機構

●お支払事由が発生する事象、年金・一時金をお支払いする場合またはお支払いしない場合等については、３ページの「保険
料払込期間中の給付内容」、8ページの「保険料払込期間満了後の給付内容」欄に記載しておりますので、ご確認ください。
なお、年金・一時金のご請求は、日本赤十字社経由で行っていただく必要があります。ご請求に応じて、年金・一時金をお
支払いする必要がありますので、年金・一時金のお支払事由が生じた場合だけでなく、年金・一時金のお支払いの可能性が
あると思われる場合や、お支払いに関してご不明な点が生じた場合等についても、すみやかに裏表紙に記載の「日本赤十字
社お問合せ先」にご連絡ください。

●年金・一時金のお支払事由が生じた場合、ご加入の契約内容によっては、他の年金・保険金等のお支払事由に該当すること
がありますので、十分にご確認ください。

10.年金・一時金のお支払いに関する留意事項

●引受保険会社は、金利水準の低下その他の著しい経済変動等、この保険契約の締結の際予見しえない事情の変更により特に必
要と認めた場合には、保険業法および同法に基づく命令の定めるところにより、主務官庁に届け出たうえで基礎率（予定利
率・予定死亡率等）を変更することがあります。

６.基礎率（予定利率・予定死亡率等）の変更

●団体の福利厚生制度の変更等により、制度内容が変更される場合があります。また、これに伴い、給付内容、加入資格等が変
更される場合があります。

７.制度内容の変更

「ご相談窓口等」につきましては、裏表紙に記載の「ご相談窓口等」欄をご確認ください。

（エ）反社会的勢力により企業等の経営を支配され、またはその経営に反社会的勢力による実質的な関与を受け
ていると認められること

（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること
④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、ご加入者、遺族一時金の受取人、年金の受取人または継続受取人

に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③の事由と同等の重大な事由
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「加入申込書」記入要領「加入申込書」記入要領

【加入区分】
　コース別、月払・半年払ごとに、該当の加入区分の番号に○印を記入ください。

【加入口数・保険料】
　コース別、月払・半年払ごとに、加入される口数・保険料を右づめで記入く
ださい。一時払は、保険料を右づめで記入ください。
　「口数変更」の場合、変更後の合計口数・合計保険料を記入ください。
　なお、半年払・一時払に加入する場合には、
当該コースの月払への加入が必要となります。
※既に加入されている方は、現在の加入口数・保険料が
　印字されています。

①施設コード 所属する施設コードを記入ください。

この「加入申込書」へ記入された日を記入ください。

カタカナで記入ください。

男性：1、女性：2 のいずれかを記入ください。

必ず押印ください。（スタンプ印可）

生年月日を記入ください。〈年号〉昭和：3、平成：4

②申込日

③被保険者氏名

④性別

⑤生年月日

⑥申込印

⑦Aコース（税制適格コース）加入区分・口数・保険料
⑧Bコース（自由積立コース）加入区分・口数・保険料

■口数変更（5口⇒15口）の場合

●新規加入の方、または加入内容に変更のある方は、必要事項を記入・押印のうえ
「加入申込書」を施設担当者へご提出ください。内容を訂正される場合は二重線で
抹消後、訂正印（申込印と同一のもの）を押印のうえ、正当内容をご記入ください。
●新規加入のお申込みをされない方はご提出不要です。
　また、加入内容に変更のない方は従来の加入内容で継続されますのでご提出不要
です。

※当「加入申込書」は記入要領用のものであり、配付されたものと内容が異なる場合があります。

お申込み手続き
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各コース別に加入年齢制限があります。
詳しくは9ページQ&AのQ3をご参照ください。
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